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長野松本佐久伊那の4地区結ぶｗｅ

ｂ会議で開催．19:30～21:30出席役

員:宮沢会長代行,市川,野口各副会

長,河原田,後藤,布山,花岡,三田,

林,奧山,池上各常任理事,宮沢事務

局長,議長:奥山常任理事

■報告・承認事項

1.前回議事要録の確認…8月度議事要録

について確認。

2.会務報告・会計報告…8～9月の会務報

告。6月度会計報告を承認。◇組織拡大

は8月度の入会は1名で実増は0だが、事

務局による未入会訪問予定が組まれてい

ることを報告。◇国保について運営協議

会傍聴、県出前講座を社保協で予定。10

月に地域医療委員会で今後の対応を協議

する。◇健康保険法改正研究会シンポに

事務局が参加、今後理事会で学習、協議

する。

3.グループ保険配当率の報告と送金確

認…協会グループ保険の平成28年度配当

率は保険金支払いが1億円あったため、

17.0962％に決定。10月16日に従前通り、

送金事務手数料等（1,000円）を控除し

て加入者に送金することを確認。

■協議事項

1.医療運動…保団連診療報酬、指導関連

厚労省要請、日経新聞の子ども医療費記

事、核兵器禁止条約、大企業内部留保の

活用、国民医療費、概算医療費、解散総

選挙の動向など報告、協議。

2.会員署名及び国会行動等運動対策…9

月国会行動は会員署名一次集約分提出と

歯科集会・街頭宣伝に予定通り参加。◇

クイズチラシの会員案内分を確認し10月

より発送を開始。

3.解散総選挙対策…9月28日招集の臨時

国会冒頭で衆議院解散選挙の方向が濃厚

となり、候補者アンケートの項目につい

て協議、公示前に会員へ情報提供してい

く。◇前回の参議院選挙の項目を部分修

正、次期診療報酬改定についての設問、

地方単独事業医療費補助に対する国保ペ

ナルティなどを加える。なお、安保法制

や憲法9条改正などの設問については不

要とする意見があったが、各候補者の考

え方を知る機会でもあり設問に入れるこ

ととした。

4.生活保護医療券の受給者番号固定化要

請の具体化…生活保護行政に対する要請

文書について協議、①受給者番号固定化

の要望と県福祉事務所に対する県からの

指導、②群福祉事務所のシステム改修③

医療扶助廃止等の場合の医療機関への連

絡の3点について要望することを

確認。◇県から10月、12月で日程

が提案されているが、できるだけ

早い時期に役員1名以上参加可能

な日程で県と調整することとし

た。

5.食といのちとくらしを守るネットワー

ク…9月21日に設立式典が開催され、宮

沢会長代行が参加した。当面は緩やかな

会として各団体間で情報交換を行ってい

くことが報告された。

■研修会・講習会の企画

実施予定の講習会について報告の上、今

後企画する研究会、講習会について未入

会の先生にも会費月額5000円の参加費を

徴収の上、参加可能とすることを確認し

た。◇10月29日にNTT担当者を講師に、

院内ネットワーク等のセキュリティ対策の講

習会を実施することを確認した。

■その他

1.日本の種を守る会作成の種子法廃止

「種が危ない」リーフ…保団連から提起

のあったリーフの活用について、会員に

配布を決定。

2.被爆者国際署名推進について…長野連

絡会から依頼のあった募金については

15,000円協力する。◇リーフレットや県

連絡会のニュースを添えて会員に署名を

呼び掛けることとした。

8/19*社保協代表者会議［宮沢事務局

長、田村事務局員］

8/20*外来環研修会を松本にて［講師：

小笠原正氏、19医療機関32名参加］

8/23*診療報酬等引き上げ会員署名開始

*関東信越ブロック指導監査事務局会議

を電話会議にて［宮沢事務局長、増田

事務局員］

8/25*会計監査［北村監査、宮沢事務局

長、他事務局2名］

8/26～27*保団連政策部会を大阪にて

［宮沢会長代行、市川副会長、田村事

務局員］

8/28*理事会（439号を参照）

9/1*社保協事務局会議［宮沢事務局

長］*福祉医療改善の給付をすすめる会

［同上］

9/2*保団連歯科社保部会を大阪にて

［池上常任理事・増田事務局員］

9/3*保団連社保・審査対策部会を大阪

にて［同上］*地域医療対策部会［市川

副会長、奥山常任理事、他事務局1名］

9/7*北信越ブロック事務局長会議［宮

沢事務局長］

9/9*保団連歯科理事会［市川副会長、

宮沢事務局長］

9/10*保団連理事会［同上］

9/12*「公費負担医療等の手引」説明会

が松本にて［講師に増田事務局員、33

医療機関71名が参加］

9/13*「公費負担医療等の手引」説明会

が上田にて［講師は初回と同様、18医

療機関37名が参加］

9/17*歯援診研修会［講師：奥山秀樹常

任理事、14医療機関17名が参加］

9/17～18*若手医師歯科医師のつどい

［小塚常任理事］

9/19*「公費負担医療等の手引」説明会

が飯田にて［講師は増田,水野各事務局

員、13医療機関20名が参加］

9/20*「公費負担医療等の手引」説明会

が長野にて［講師は第3回と同様、29医

療機関48名参加］

9/21*食といのちとらしを守るネット

ワーク設立式典［宮沢会長代行、田村

事務局員］

9/22*長野県国保運営協議会を傍聴［宮

沢事務局長、田村事務局員］

9/24*健康保険法改正研究会シンポ［増

田事務局員）

9/25*理事会（理事会便りを参照）

長野県保険医協会の会員数 10月1日

現在1,345名(医科744、歯科601名）

長野県保険医協会の動向を下記に掲載。場

所記載なしは長野市にて開催又は実施。4地区

ｗｅｂ会議は長野佐久松本伊那を結んで。[ ］内

は担当役員及び事務局名(事務局は一部略有)。

保団連会議で場所記載なしは東京で開催。

8/5*保団連歯科理事会議［市川副会長、原事務

局員］

8/6*保団連理事会［同上］

8/18*社会保障推進協議会（以下社保

協）運営委員会［宮沢事務局長］*社保

協国保部会［宮沢事務局長、田村事務

局員］

訪問看護指示料の算定

Q1：介護保険で訪問看護を行う患者に

ついて、訪問看護ステーションに対し

て訪問看護指示を行った場合、訪問看

護指示料は医療保険で請求するのか、

介護保険で請求するのか。

A1：医療保険で請求する。

Ｑ2：介護保険の訪問看護で、同一の患

者に複数の訪問看護ステーションより

訪問看護を行うため、それぞれの訪問

看護ステーションに対して訪問看護指

示書を交付した場合、訪問看護指示料

はそれぞれ算定できるか。

A2：算定できない。複数の訪問看護ス

テーションに対し訪問看護指示書を交

付した場合であっても、訪問看護指示

料は患者１人につき月１回のみ算定す

る。

Ｑ3：訪問看護指示書は最大６ヶ月まで

の指示ができるが、複数月に渡る指示

書を交付した場合、有効期間内であれ

ば指示書を交付しない月でも訪問看護

指示料を算定できるか。

A3：算定できない。訪問看護指示料は

指示書を交付した月のみ算定できる。

Q4：指示期間を２ヶ月とした訪問看護

指示書を交付した患者について、交付

の翌月に急性

増悪のため訪

問看護ステー

ションへの特

別訪問看護指示書を交付した。この場

合、訪問看護指示料は前月に算定して

おり、今月は算定していないため、当

月に特別訪問看護指示加算のみを算定

するのか。

A4：加算点数のみの算定はできない。

当月になり病状に変化があったのであ

れば、訪問看護指示書の再交付に加え

て特別訪問看護指示書を交付すれば、

訪問看護指示料と特別訪問看護指示加

算が算定できる。

Ｑ5：前月末に訪問診療を行い、この診

療に基づいて、翌月１日に訪問看護指

示書のみ発行した。この場合、訪問看

護指示料はいつ算定するのか。

A5：訪問看護指示料は指示書を交付し

た日に算定する。なお、交付日（１日）

に医師による診察が行われていない場合

は再診料は算定できず、実日数０日で訪

問看護指示料のみを算定する。

Q6：訪問看護ステーションではなく、

他の医療機関に訪問看護を依頼した場

合、訪問看護指示料は算定できるか。

A6：算定できない。自院の医師が他の

医療機関に訪問看護を依頼した場合

は、診療情報提供料（Ⅰ）を算定す

る。

保険請求Ｑ＆Ａや動向等

県保険医協会の「税務・経営電話相談」は、

顧問税理士の土屋信行氏により、次の通り実施

しています。

◆平日の受付時間

10：00～12：00、13：00～16：00

◆受付電話 0269-33-3265(しらかば会計事務所)

なお、土屋税理士(写真)が不在の場合は会員で

ある旨と連絡先を伝言下さい。改めて税理士の方から連絡を致します。

利用分量配当は７期連続

2016年度は18％を決定

開業医共済休業保障制度を運営する

開業医共済協同組合

は去る10月22日、第８

回通常総代会を東京

で開催し、書面議決を含む81名の総代

が出席、９議案について全てが承認さ

れた。

第２号議案の剰余金処分案では、組

合員に最も関係のある利用分量配当金

を46,707,570円確保し、その結果、組合

員への掛金に対する利用分量配当率が

18％に確定した。ま

た、当組合で運営す

る開業医休業保障制

度のソルベンシー・マージン比率が

1,430.3%(2015年度は1,386.8%)になり、よ

り制度としての健全性が確保されたこ

とが報告された。


